H22年度（平成23年）3月大阪MSW協会理事会議事録ＨＰ掲載用

平成22年度（平成23年）3月　理事会議事録
１．事務局

（１）会員異動報告及び連絡事項

◇入会：准専門会員1名、計1名。

◇変更：専門会員10名、准専門会員7名、学生会員1名、賛助会員・個人1名、計19名。

◇退会：専門会員12名、准専門会員10名、賛助会員・団体1名・個人1名、計24名。

◇連絡事項

・求人広報広告：新規申込2件承認

　　 ・理事就任承諾書及び誓約書について提出を依頼
（２）大阪社会福祉4団体連絡会報告

　　 ・2月26日の合同研修会参加者数は47名であった。

　　 ・大阪社会福祉士会は、公益社団法人化に向けて準備中。全国の各支部の総会すべてで承認をとる形で

　　　 法人化への移行をすすめる予定。

　　 ・大阪Ｐ協会は、6月25日総会開催予定。「自殺対策」をテーマに、取り組む。
　　 ・大阪ＳＷ協会は、「格差社会とソーシャルワーク」の原稿をまとめており、近日中に発行予定。　

　　　 次年度は「無縁社会とソーシャルワーク」をテーマに定期的な学習会を開催予定。
３．出版広報部

（１）広報誌No.20

・原稿が一部届いていないため、4月上旬の発行となる予定。

（２）広報誌特別版進捗状況

・テープ起こしは、順調に依頼ができている。

・去年の発行（5月1日）より遅れないように準備中。

・ページ数は去年より少なくなる予定のため、決算に間に合うように印刷会社と交渉する。

４．財務部

（１）平成22年度末会計監査に向けて

　　 ・3月23日にて活動費支払いの締め切り。

　　 ・3月中に行う、4月28日の「学習会打ち合わせ」参加者交通費等も決算に入れるため、教育部理事　　　から財務部長へ参加理事を報告。　

・年度末監査は4月1日（金）に事務所にて実施予定。

（２）平成23年度予算作成に向けて

　　 ・事務員の保険料等は「福利厚生」として予算に計上しておく。

　　 ・全国大会の準備金は事業費として計上予定。　

　　

５．代表理事より（別紙参照Ａ4＊1枚下半分）
【東北関東大震災　被災者支援　　大阪協会の取り組み】

　・日本協会では、事務所を拠点に被災地のワーカーに向けた支援を開始した。

　　被災地への派遣も含めたボランティアの募集と受け入れ先の募集、義援金の受付を行っている。
・他団体でも、被災地の患者さんの受け入れ・応援要員/物品/資材の調達提供等について、情報収集、検討されている状況。

　

　・被災地への支援の取り組みとして、遠方の被災地へ、継続した事業を大阪協会独自で取り組むのは要員の確保・現地での拠点作りなどで困難がある。他団体と協調して行える活動に取り組む方向で考え、日本協会の支援活動に協力していくこととする。

→　詳細な使途は、今後の推移をみて振り分けの検討をすることとして、被災地・被災者支援の意図をもって予算・次年度計画に反映させる。

・避難先として受け入れた方への支援も想定される。大阪社会福祉4団体にも呼びかけて行っていくものも考えられる。

　→　他団体の動きの確認、情報の収集を行っていく。　

　・阪神大震災のときには、口座を開設し、被災された会員へお渡しした経緯あり。

・義援金としての供出を考える際には、事業費の中の雑費として災害対策費を計上しておくことになる。

　・繰り越し金を、各県協会への義援金として送ってもいいのではないか？

　（会費補てん、事務所備品の購入等使い道は各協会の状況にまかせる形でお渡しする。）

　　（各県協会の会員数・会費を勘案して配分する、被災状況に関わらず一律とする。）

　　（日本協会の活動への支援として供出する。）

・使い道が定まっている状態ではないが、次年度予算に活動のための資金を計上していく必要がある。

→　繰り越し金の一部は、大阪で開催した全国大会の収益であり、大会に参加された全国の会員からの

参加費でもあるため、被災した県協会などへの義援金、今後検討していく支援活動の資金として200万円を予算案に計上する。
　・次回学習会では、Ｐ協会と合同で義援金の呼びかけを行えるよう準備を行い、赤十字に寄付とする。

⇒　次期発送物での案内は間に合わないため、取り組みについて、ＦＡＸにて会員への周知を図る。

　　 （3月25日より会員に向けて順次送信。）
６．平成22年度事業報告（案）について
（１）代表理事総括（別紙参照Ａ4＊1枚）
・理事の体制や機動力を補う点からも、使うところと抑えるところのメリハリをつけることで、会員へのメリットが多くなるのではないかと考える。

（２）教育部事業報告（別紙参照Ａ4＊1枚）
・事業は縮小したが、内容の工夫により、今までにない会員外の方、他職種の方に参加してもらうことができた。

７．平成23年度事業計画案・予算案について
（１）代表理事基本方針案（別紙参照Ａ4＊1枚）
・ＮＰＯ法人の本分である社会貢献活動への取り組みも考えていく。

・基本方針の中に被災者支援への取り組みについても記載する。

（２）教育部事業計画案（別紙参照Ａ4＊1枚）
・次年度は、中堅者研修を開催する。

・調査プロジェクトを始動させる。
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